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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
21日・春分の日

国　税／5月分源泉所得税の納付� �
� 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知��
� 6月15日
国　税／�4月決算法人の確定申告�

（法人税・消費税等）�6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告� �
� 6月30日
国　税／�7月、10月、1月決算法人�

の消費税等の中間申告�
（年3回の場合）� 6月30日

地方税／�個人の道府県民税・都民税
及び市町村民税・特別区民
税の納付（第1期分）� �
� 市区町村の条例で定める日

労　務／�健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届� �
� 支払後5日以内

労　務／�児童手当現況届（市区町村
役場から通知が届いた場合）�
� 6月30日

　令和8年4月1日以降は、不動産所有者の氏名・住所の変更日か
ら2年以内の変更登記が義務化されるとともに、所有者に代わり
法務局が職権で変更登記を行う「スマート変更登記」が開始します。
これに先立ち、個人がスマート変更登記を利用するための事前手
続が、今年4月21日から始まっています。



6 月号─2

取
得
日
数
で
あ
り
、28
日
が
上
限
。

※
２　

出
生
時
育
児
休
業
給
付
金
ま

た
は
育
児
休
業
給
付
金
の
給
付
率

（
67
％
）
と
合
わ
せ
て
給
付
率

80
％
（
手
取
り
10
割
相
当
）
の
支

給
と
な
る
。

２　
育
児
時
短
就
業
給
付
金

２　
育
児
時
短
就
業
給
付
金

⑴
　
概
要

　
「
育
児
時
短
就
業
給
付
金
」
は
、

仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援
の
観
点
か

ら
、
育
児
中
の
柔
軟
な
働
き
方
と
し

て
時
短
勤
務
制
度
を
選
択
し
や
す
く

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
２
歳
未
満

の
子
を
養
育
す
る
た
め
に
所
定
労
働

時
間
を
短
縮
し
て
働
く
場
合
に
、
賃

金
の
低
下
を
補
填
す
る
た
め
に
新
設

さ
れ
た
給
付
金
で
す
。

⑵
　
支
給
要
件

　

育
児
時
短
就
業
給
付
金
を
受
給
す

る
に
は
、
次
の
①
と
②
の
両
方
の
要

件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

①　

２
歳
未
満
の
子
を
養
育
す
る
た

め
に
育
児
時
短
就
業
す
る
雇
用
保

険
の
一
般
被
保
険
者
ま
た
は
高
年

齢
被
保
険
者
で
あ
る
こ
と
。

②　

育
児
休
業
給
付
の
対
象
と
な
る

育
児
休
業
か
ら
引
き
続
い
て（
※
）

育
児
時
短
就
業
を
開
始
し
た
こ

と
、
ま
た
は
、
育
児
時
短
就
業
開

　

近
年
、
共
働
き
家
庭
の
増
加
に
伴

い
、
仕
事
と
育
児
の
両
立
を
支
援
す

る
政
策
の
重
要
性
が
高
ま
っ
て
い
ま

す
。
特
に
、
子
の
出
生
後
の
親
の
負

担
軽
減
や
、
柔
軟
な
働
き
方
の
促
進

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
こ
の
背

景
の
も
と
、
令
和
７
年
４
月
１
日
か

ら
「
出
生
後
休
業
支
援
給
付
金
」
と

「
育
児
時
短
就
業
給
付
金
」
が
新
設

さ
れ
ま
し
た
。

　

同
時
に
、
育
児
休
業
給
付
金
の
支

給
対
象
期
間
延
長
手
続
き
の
変
更
も

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

本
記
事
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度

の
要
件
、
申
請
手
続
き
に
つ
い
て
、

重
要
な
点
に
絞
っ
て
説
明
し
ま
す
。

１　
出
生
後
休
業
支
援
給
付
金

　
出
生
後
休
業
支
援
給
付
金

⑴
　
概
要

　
「
出
生
後
休
業
支
援
給
付
金
」
は
、

両
親
が
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
し

や
す
く
す
る
こ
と
を
目
的
に
新
設
さ

れ
た
給
付
金
で
す
。
こ
の
制
度
に
よ

り
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
育
児
休

業
を
取
得
す
る
こ
と
で
、
育
児
休
業

給
付
金
に
加
え
て
上
乗
せ
の
給
付
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

特
に
、
父
親
の
育
児
参
加
を
促
進

し
、
育
児
を
夫
婦
で
分
担
し
な
が
ら

取
り
組
め
る
環
境
を
整
え
る
こ
と
が

狙
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
共
働
き
世

帯
が
増
え
る
中
、
育
児
と
仕
事
を
両

立
し
や
す
く
す
る
た
め
の
重
要
な
支

援
制
度
と
な
り
ま
す
。

⑵
　
支
給
要
件

　

被
保
険
者
（
雇
用
保
険
の
一
般
被

保
険
者
及
び
高
年
齢
被
保
険
者
）

が
、
次
の
①
お
よ
び
②
の
要
件
を
満

た
し
た
場
合
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

①　

被
保
険
者
が
、
対
象
期
間
に
、

同
一
の
子
に
つ
い
て
、
出
生
時
育

児
休
業
給
付
金
が
支
給
さ
れ
る
産

後
パ
パ
育
休
ま
た
は
育
児
休
業
給

付
金
が
支
給
さ
れ
る
育
児
休
業
を

通
算
し
て
14
日
以
上
取
得
し
た
こ

と
。

②　

被
保
険
者
の
配
偶
者
が
、「
子

の
出
生
日
ま
た
は
出
産
予
定
日
の

う
ち
早
い
日
」
か
ら
「
子
の
出
生

日
ま
た
は
出
産
予
定
日
の
う
ち
遅

い
日
か
ら
起
算
し
て
８
週
間
を
経

過
す
る
日
の
翌
日
」
ま
で
の
期
間

に
通
算
し
て
14
日
以
上
の
育
児
休

業
を
取
得
し
た
こ
と
、
ま
た
は
、

子
の
出
生
日
の
翌
日
に
お
い
て

「
配
偶
者
の
育
児
休
業
を
要
件
と

し
な
い
場
合
」（
※
）
に
該
当
し
て

い
る
こ
と
。

※　

配
偶
者
が
い
な
い
場
合
や
配
偶

者
が
就
労
し
て
い
な
い
場
合
、
配

偶
者
が
産
後
休
業
中
な
ど
一
定
の

条
件
を
満
た
す
場
合
は
、
本
人
の

み
の
育
児
休
業
で
も
受
給
可
能
。

⑶
　
支
給
申
請
手
続

　

出
生
後
休
業
支
援
給
付
金
の
支
給

申
請
は
、
原
則
と
し
て
、
出
生
時
育

児
休
業
給
付
金
ま
た
は
育
児
休
業
給

付
金
の
支
給
申
請
と
併
せ
て
、
同
一

の
支
給
申
請
書
を
用
い
て
行
い
ま
す
。

⑷
　
支
給
額

　

支
給
額
＝
休
業
開
始
時
賃
金
日
額

×
休
業
期
間
の
日
数
（
※
１
）
×

13
％（
※
２
）

※
１　

対
象
期
間
に
お
け
る
出
生
時

育
児
休
業
給
付
金
ま
た
は
育
児
休

業
給
付
金
が
支
給
さ
れ
る
休
業
の

雇用保険雇用保険　　　　　　　　　　　　　　
出生後休業支援給付出生後休業支援給付
育児時短就業給付　育児時短就業給付　
　　　　　　の創設　　　　　　の創設



3─ 6月号

始
日
前
２
年
間
に
、
被
保
険
者
期

間
が
12
か
月
あ
る
こ
と
。

※　

育
児
休
業
給
付
に
係
る
育
児
休

業
期
間
の
末
日
の
翌
日（
復
職
日
）

か
ら
起
算
し
て
、
育
児
時
短
就
業

を
開
始
し
た
日
の
前
日
ま
で
の
期

間
が
14
日
以
内
の
と
き
を
い
う
。

　

こ
の
要
件
に
加
え
、
次
の
③
～
⑥

の
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
月
に
つ
い

て
支
給
さ
れ
ま
す
。

③　

初
日
か
ら
末
日
ま
で
続
け
て
、

雇
用
保
険
の
被
保
険
者
で
あ
る
月

④　

１
週
間
あ
た
り
の
所
定
労
働
時

間
を
短
縮
し
て
就
業
し
た
期
間
が

あ
る
月

⑤　

初
日
か
ら
末
日
ま
で
続
け
て
、

育
児
休
業
給
付
又
は
介
護
休
業
給

付
を
受
給
し
て
い
な
い
月

⑥　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
受
給

対
象
と
な
っ
て
い
な
い
月

⑶
　
支
給
額
・
支
給
率

　

原
則
と
し
て
、
育
児
時
短
就
業
中

に
支
払
わ
れ
た
賃
金
額
の
10
％
相
当

額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
育

児
時
短
就
業
開
始
時
の
賃
金
水
準
を

超
え
な
い
よ
う
に
調
整
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
各
月
に
支
払
わ
れ
た
賃
金

額
と
支
給
額
の
合
計
が
支
給
限
度
額

（
45
万
９
千
円
。
毎
年
８
月
１
日
に

改
定
予
定
）
を
超
え
る
場
合
は
、
超

自
ら
支
給
申
請
を
行
う
こ
と
や
、

１
か
月
ご
と
に
支
給
申
請
を
行
う

こ
と
も
可
能
で
す
。

３３　　

��

育
児
休
業
給
付
金
の
支
給
対
象

育
児
休
業
給
付
金
の
支
給
対
象

期
間
延
長
手
続
き
変
更

期
間
延
長
手
続
き
変
更

⑴
　
変
更
の
背
景

　

育
児
休
業
給
付
金
は
、
保
育
所
等

に
入
れ
な
か
っ
た
た
め
育
児
休
業
を

延
長
し
た
場
合
に
、
１
歳
６
か
月
に

達
す
る
日
前
ま
で
（
再
延
長
で
２
歳

に
達
す
る
日
前
ま
で
）
支
給
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
し
か
し
、
育

児
休
業
及
び
給
付
金
の
延
長
を
目
的

と
し
て
、
保
育
所
等
の
利
用
の
意
思

が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
市
区
町
村

に
入
所
を
申
し
込
む
事
例
も
発
生
し

て
い
ま
し
た
。
こ
れ
は
制
度
趣
旨
に

沿
わ
な
い
行
為
で
あ
り
、
制
度
を
適

切
に
運
用
す
る
た
め
、
変
更
が
行
わ

れ
ま
し
た
。

⑵
　
変
更
点

　

育
児
休
業
給
付
金
の
支
給
期
間
延

長
手
続
き
の
際
は
、
保
育
所
等
の
利

用
申
込
書
の
写
し
が
必
要
と
な
り
ま

す
。

　

市
区
町
村
に
保
育
所
等
の
利
用
申

し
込
み
を
行
う
際
は
、
必
ず
申
込
書

の
写
し
（
電
子
申
請
で
申
し
込
み
を

行
っ
た
場
合
は
、
申
込
内
容
を
印
刷

し
た
も
の
、
ま
た
は
、
申
し
込
み
を

行
っ
た
画
面
を
印
刷
し
た
も
の
）
を

と
っ
て
保
管
し
て
お
く
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

⑶
　
延
長
申
請
時
の
提
出
書
類

　

提
出
書
類
は
、次
の
と
お
り
で
す
。

①　

育
児
休
業
給
付
金
支
給
対
象
期

間
延
長
事
由
認
定
申
告
書

②　

市
区
町
村
に
保
育
所
等
の
利
用

申
し
込
み
を
行
っ
た
と
き
の
申
込

書
の
写
し

③　

市
区
町
村
が
発
行
す
る
保
育
所

等
の
利
用
が
で
き
な
い
旨
の
通
知

（
入
所
保
留
通
知
書
、
入
所
不
承

諾
通
知
書
な
ど
）

⑷
　
育
児
休
業
給
付
金
の
支
給
対
象

期
間
延
長
要
件

　

次
の
①
～
③
す
べ
て
を
満
た
す
必

要
が
あ
り
ま
す

①　

あ
ら
か
じ
め
市
区
町
村
に
対
し

て
保
育
利
用
の
申
し
込
み
を
行
っ

て
い
る
こ
と
。

②　

速
や
か
な
職
場
復
帰
の
た
め
に

保
育
所
等
に
お
け
る
保
育
の
利
用

を
希
望
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
と

公
共
職
業
安
定
所
長
が
認
め
る
こ

と
。

③　

子
が
１
歳
に
達
す
る
日
の
翌
日

時
点
で
保
育
所
等
の
利
用
が
で
き

る
見
込
み
が
な
い
こ
と
。

え
た
部
分
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
に
、
支
給
対
象
月
に
支

払
わ
れ
た
賃
金
額
が
育
児
時
短
就
業

前
の
賃
金
水
準
と
比
べ
て
低
下
し
て

い
な
い
と
き
な
ど
、
一
定
事
由
に
該

当
す
る
と
き
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

⑷
　
支
給
対
象
期
間

　

育
児
時
短
就
業
を
開
始
し
た
月
か

ら
、
育
児
時
短
就
業
を
終
了
し
た
月

ま
で
の
各
暦
月
に
つ
い
て
支
給
さ
れ

ま
す
。

　

支
給
対
象
期
間
は
、
育
児
時
短
就

業
に
係
る
子
が
２
歳
に
達
す
る
日
の

前
日
な
ど
、
一
定
の
終
了
事
由
に
該

当
し
た
日
の
属
す
る
月
ま
で
と
な
り

ま
す
。

⑸
　
申
請
手
続
き
の
注
意
点

　

申
請
手
続
き
を
行
う
際
は
、
次
の

点
に
注
意
が
必
要
で
す
。

注
意
点
１　

育
児
時
短
就
業
給
付
金

の
支
給
を
受
け
る
た
め
に
は
、
原

則
と
し
て
、
被
保
険
者
を
雇
用
し

て
い
る
事
業
主
が
育
児
時
短
就
業

開
始
時
賃
金
の
届
出
、
受
給
資
格

確
認
及
び
支
給
申
請
を
行
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。

注
意
点
２　

支
給
申
請
は
、
原
則
と

し
て
２
か
月
ご
と
に
行
う
こ
と
と

さ
れ
て
い
ま
す
が
、
被
保
険
者
が

希
望
す
る
場
合
は
、
被
保
険
者
が



6 月号─4

　令和６年12月より、マイナンバーカー
ドを健康保険証として利用する制度が始ま
りました。
　入退社等により医療保険者（国民健康保
険や健康保険）が変わったときは、マイナポー
タルから資格情報を確認することができま
すが、その際に旧資格情報が表示されるこ
とがあります。
　社員や退職者から、「入社（退社）前の医
療保険者の情報が表示されている」といっ
た問い合わせを受けたときの、予想される
理由と対処方法をご紹介します。
〈予想される理由と対処方法〉
①　現在加入中の医療保険者等において、
マイナンバーに紐づく資格情報の登録が
完了していない。
【対処法】勤務先を経由して現在加入中
の医療保険者に確認をする。

②　入退社前の旧医療保険者等において、
マイナンバーに紐づく資格情報の更新（喪
失処理）が完了していない。
【対処法】更新が完了するまで今しばら
く待つか、旧医療保険者等に問い合わ
せる。なお、問い合わせをしても医療
保険者等から対応がわからないなどと
いった回答があった場合は、医療保険
者等からデジタルPMO（デジタル庁
が開設したコミュニケーションツール
サイト）へ問い合わせする旨を医療保
険者等に伝える。

〈参考〉
　上記①に該当し、かつ、旧医療保険者等
が資格情報の更新（喪失処理）済みの場合
（現在有効な資格情報が登録されていない
場合）、マイナポータルでは「この資格情報
では、医療機関・薬局等で利用できません　
有効終了日：令和X年X月XX日」とのメッ
セージが表示されます。

（マイナポータル「よくあるご質問」より）

マイナンバーカードの 
健康保険証等利用に関するQ&A

　

外
国
人
労
働
者
の
雇
入
れ
お
よ
び

離
職
の
際
、
事
業
主
は
「
外
国
人
雇

用
状
況
の
届
出
」
を
行
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。
こ
の
手
続
き
は
、
雇
用
保

険
の
被
保
険
者
と
な
る
外
国
人
で
あ

る
か
否
か
に
よ
り
異
な
り
ま
す
。

　

被
保
険
者
と
な
る
場
合
は
、
雇
用

保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届
・
資
格

喪
失
届
の
様
式
に
、
在
留
カ
ー
ド
の

番
号
、
在
留
期
間
等
を
記
入
し
、
こ

の
届
出
を
も
っ
て
外
国
人
雇
用
状
況

の
届
出
も
兼
ね
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

提
出
期
限
は
、
雇
入
れ
の
日
の
翌
月

10
日
ま
で
、
離
職
日
の
翌
日
か
ら
起

算
し
て
10
日
以
内
で
す
。

　

被
保
険
者
と
な
ら
な
い
場
合
は
、

「
外
国
人
雇
用
状
況
届
出
書
」
を
使

用
し
、
雇
入
れ
・
離
職
の
翌
月
末
日

ま
で
に
提
出
を
し
ま
す
。
こ
の
届
出

は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
の「
外

国
人
雇
用
状
況
届
出
シ
ス
テ
ム
」
か

ら
申
請
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

外
国
人
雇
用
状
況
の
届
出

　社会保険（健康保険・厚生年金）において、
「短時間就

・
労
・
者」は、通常の労働者より短

時間で勤務し、1週間の所定労働時間およ
び1か月の所定労働日数が、通常の労働者
の4分の3以上あることにより被保険者と
なる者です。一方、「短時間労

・
働
・
者」は、

特定適用事業所等に勤務し、1週間の所定
労働時間または1か月の所定労働日数が通
常の労働者の4分の3未満であり、週の所
定労働時間が20時間以上、月額賃金が8.8
万円以上、かつ学生でない者を指します。
　毎年7月10日までに提出する算定基礎
届の準備の際は、短時間就労者は4月から
6月の報酬支払基礎日数が17日以上であ
る月（原則）の報酬を用い、短時間労働者
は支払基礎日数が11日以上の月の報酬を
用いて作成します。各従業員の勤務形態に
応じて適切な基準で算定基礎届を作成・提
出をする必要があることに留意しましょう。

6月の労務 ピックアップ  
〈社会保険〉 
労働時間が短い者の算定基礎届


